
議第３０号 呉市児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営

に関する基準等を定める条例の制定について 

 

１ 制定の趣旨 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」といいます。）に規定す

る指定障害児通所支援事業者の指定等の権限が都道府県から中核市に移譲された

ことに伴い，指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定め

るため，条例を制定するものです。 

【参考】指定通所支援について 

指定通所支援とは，法第２１条の５の３第１項に規定する都道府県知事が指定

する障害児通所支援事業を行う者又は指定発達支援医療機関が提供する障害児通

所支援のことで，その対象サービスは２のとおりです。 

 

２ 条例の内容 

  法の基準に従うとともに，児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，

設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「国の基準」

といいます。）に従うなどし，児童発達支援，医療型児童発達支援，放課後等デ

イサービス，居宅訪問型児童発達支援，保育所等訪問支援の人員，設備及び運営

に関する基準等を定めます。 

サービスの種別 サービスの内容 

市内の事業所数

（令和２年２月

１日現在） 

児童発達支援 事業所又は児童発達支援センター※  （以

下「事業所等」といいます。）の施設へ

通所する未就学の障害児に，日常生活に

おける基本的な動作の指導，知識技能の

付与，集団生活への適応訓練その他必要

な支援を行います。 

※ 児童発達支援センター 

児童発達支援を行う事業所のうち，

児童福祉施設に位置付けられる施設

で，日常生活における基本的動作の指

導，自活に必要な知識や技能の付与又

は集団生活への適応のための訓練を行

うことを目的とした，福祉型児童発達

支援センターと，これらに加えて，治

療を行うことを目的とした，医療型児

童発達支援センターがあります。 

１４（うち児童

発達支援センタ

ーは１） 

医療型児童発達 上肢，下肢又は体幹の機能障害がある児 ０ 



支援 童に，厚生労働大臣が指定する医療機関

等に通わせ，児童発達支援及び治療を行

います。 

放課後等デイサ

ービス 

就学している障害児に，授業の終了後又

は学校の休業日に，事業所等の施設に通

わせ，生活能力の向上のために必要な訓

練，社会との交流の促進その他必要な支

援を行います。 

２２ 

居宅訪問型児童

発達支援 

 

重度の障害の状態その他これに準ずる状

態にある障害児であって，児童発達支

援，医療型児童発達支援又は放課後等デ

イサービスを受けるために外出すること

が著しく困難であるものにつき，居宅を

訪問し，日常生活における基本的な動作

の指導，知識技能の付与，生活能力の向

上のために必要な訓練その他必要な支援

を行います。 

０ 

保育所等訪問支

援 

保育所等に通う障害児に，当該施設を訪

問し，障害児以外の児童との集団生活へ

の適応のための専門的な支援その他必要

な支援を行います。 

２（うち児童発

達支援センター

は１） 

 

３ 条例に定める具体的な事項 

(1) 指定の申請に関する事項（第４条） 

指定通所支援の事業を行うことができる事業者の指定の前提要件を「法人」

であることとします。ただし，病院又は診療所により行われる医療型児童発達

支援の事業については，この限りではありません。 

(2) 児童発達支援（第３章） 

ア 基本方針（第５条：参酌すべき基準） 

児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定児童発達支援」といいま

す。）の事業の基本方針を定めます。 

イ 人員（第６条・第７条：従うべき基準） 

(ｱ) 児童発達支援センター以外 

指定児童発達支援の事業を行う事業所に児童指導員，保育士又は障害福

祉サービス経験者及び児童発達支援管理責任者を置くものとし，その員数

を定めます。 

(ｲ) 児童発達支援センター 

指定児童発達支援の事業を行う事業所に嘱託医，児童指導員，保育士，

児童発達支援管理責任者，栄養士及び調理員を置くものとし，その員数を

定めます。 



ウ 設備（第１０条・第１１条：参酌すべき基準(一部従うべき基準)） 

(ｱ) 児童発達支援センター以外 

指定児童発達支援の事業を行う事業所には，指導訓練室のほか，指定児

童発達支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならないものと

します。 

(ｲ) 児童発達支援センター 

指定児童発達支援の事業を行う事業所には，指導訓練室，遊戯室，屋外

遊戯場，医務室，相談室，調理室及び便所並びに指定児童発達支援の提供

に必要な設備及び備品等を備えなければならないものとします。 

エ 運営（一部従うべき基準） 

指定児童発達支援の事業の運営に関する基準を定めます。 

【主な基準】 

・利用定員（第２条：標準とすべき基準） 

・内容及び手続の説明及び同意（第１３条：従うべき基準） 

・提供拒否の禁止（第１５条：従うべき基準） 

・通所利用者負担額の受領(第２４条：参酌すべき基準) 

・食事（第３２条：参酌すべき基準） 

・健康管理(第３４条：参酌すべき基準) 

・運営規程(第３８条：参酌すべき基準) 

・身体拘束等の禁止（第４５条：従うべき基準）  

・虐待等の禁止（第４６条：従うべき基準） 

・懲戒に係る権限の濫用禁止(第４７条：従うべき基準) 

・事故発生時の対応（第５３条：従うべき基準）  

(3) 医療型児童発達支援（第４章） 

ア 基本方針（第６７条：参酌すべき基準） 

医療型児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定医療型児童発達支援」

といいます。）の事業の基本方針を定めます。 

イ 人員（第６８条：従うべき基準） 

指定医療型児童発達支援の事業を行う事業所に児童指導員，保育士，児童

発達支援管理責任者，看護職員及び医療法(昭和２３年法律第２０５号)に規

定する診療所として必要とされる従業者並びに理学療法士又は作業療法士を

置くものとし，その員数を定めます。 

ウ 設備（第７０条：一部従うべき基準） 

指定医療型児童発達支援の事業を行う事業所には次の設備を備えなければ

ならないものとします。 

(ｱ) 医療法に規定する診療所として必要とされる設備 

(ｲ) 指導訓練室，屋外訓練場，相談室及び調理室 

(ｳ) 浴室及び便所の手すり等身体の機能の不自由を助ける設備 

エ 運営（一部従うべき基準） 

指定医療型児童発達支援の事業の運営に関する基準を定めます。 



【主な基準】 

・利用定員（第７１条：標準とすべき基準） 

・通所利用者負担額の受領（第７２条：参酌すべき基準） 

・通所給付決定保護者に関する市町村への通知（第７４条：参酌すべき基準）  

・運営規程（第７５条：参酌すべき基準） 

・情報の提供等（第７６条：参酌すべき基準） 

※内容及び手続の説明及び同意，提供拒否の禁止等については，児童発達

支援と同様 

(4) 放課後等デイサービス（第５章） 

ア 基本方針（第７８条：参酌すべき基準） 

放課後等デイサービスに係る指定通所支援（以下「指定放課後等デイサー

ビス」といいます。）の事業の基本方針を定めます。 

イ 人員（第７９条：従うべき基準） 

指定放課後等デイサービスの事業を行う事業所に児童指導員，保育士又は

障害福祉サービス経験者及び児童発達支援管理責任者を置くものとし，その

員数を定めます。 

ウ 設備（第８１条：参酌すべき基準） 

指定放課後等デイサービスの事業を行う事業所には，指導訓練室のほか，

指定放課後等デイサービスの提供に必要な設備及び備品等を備えなければな

らないものとします。 

エ 運営（一部従うべき基準） 

指定放課後等デイサービスの事業の運営に関する基準を定めます。 

【主な基準】 

・利用定員（第８２条：参酌すべき基準） 

・通所利用者負担額の受領（第８３条：参酌すべき基準） 

※内容及び手続の説明及び同意，提供拒否の禁止等については，児童発達

支援と同様 

(5) 居宅訪問型児童発達支援（第６章） 

ア 基本方針（第９０条：参酌すべき基準） 

居宅訪問型児童発達支援に係る指定通所支援（以下「指定居宅訪問型児童

発達支援」といいます。）の事業の基本方針を定めます。 

イ 人員（第９１条：従うべき基準） 

指定居宅訪問型児童発達支援の事業を行う事業所に訪問支援員及び児童発

達支援管理責任者を置くものとし，その員数を定めます。 

ウ 設備（第９３条：参酌すべき基準） 

指定居宅訪問型児童発達支援の事業を行う事業所には，事業の運営を行う

ために必要な広さを有する区画を設けるとともに，指定居宅訪問型児童発達

支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならないものとします。 

エ 運営（一部従うべき基準） 

指定居宅訪問型児童発達支援の事業の運営に関する基準を定めます。 



【主な基準】 

・身分を証する書類の携行（第９４条：参酌すべき基準） 

・通所利用者負担額の受領（第９５条：参酌すべき基準） 

・運営規程（第９６条：参酌すべき基準） 

※内容及び手続の説明及び同意，提供拒否の禁止等については，児童発達

支援と同様 

(6) 保育所等訪問支援（第７章） 

ア 基本方針（第９８条：参酌すべき基準） 

保育所等訪問支援に係る指定通所支援（以下「指定保育所等訪問支援」と

いいます。）の事業についての基本方針を定めます。 

イ 人員（第９９条：従うべき基準） 

指定保育所等訪問支援の事業を行う事業所に訪問支援員及び児童発達支援

管理責任者を置くものとし，その員数を定めます。 

ウ 設備（第１０１条：参酌すべき基準） 

指定保育所等訪問支援の事業を行う事業所には，事業の運営を行うために

必要な広さを有する区画を設けるとともに，指定保育所等訪問支援の提供に

必要な設備及び備品等を備えなければならないものとします。 

エ 運営 

指定保育所等訪問支援の事業の運営に関する基準を定めます（内容及び手

続の説明及び同意，提供拒否の禁止等について，児童発達支援と同様の基準

を設定）。 

(7) 多機能型事業所に関する特例（第８章） 

ア 人員（第１０３条：従うべき基準） 

利用定員の合計が２０人未満である多機能型事業所（この条例に規定する

事業のみを行う多機能型事業所を除きます。）における従業者の配置数に関

する特例を定めます。 

イ 設備（第１０４条：参酌すべき基準） 

サービスの提供に支障を来さないよう配慮しつつ，一体的に事業を行う他

の多機能型事業所の設備を兼用することができることとします。 

ウ 定員（第１０５条：標準とすべき基準） 

指定児童発達支援等の事業を行う多機能型事業所における定員に関する特

例を定めます。 

【参考】 

・多機能型事業所 

指定児童発達支援，指定医療型児童発達支援，指定放課後等デイサービス，

指定居宅訪問型児童発達支援，指定保育所等訪問支援の事業並びに障害者総合

支援法に基づく指定生活介護，指定自立訓練（機能訓練），指定自立訓練（生

活訓練），指定就労移行支援，指定就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型の

事業のうち二つ以上の事業を一体的に行う事業所 

 



４ 市の考え方 

本市の実情に国の基準と異なる基準とすべき事情や特性がないため，国の基準

に規定されていない指定の申請に関する事項を除き，国の基準を呉市の基準とし

ます。 

【参考】 

  ・従うべき基準 

   条例の内容を直接的に拘束する，必ず適合しなければならない基準であり，

当該基準に従う範囲内で，地域の実情に応じた内容を定める条例は許容される

ものの，異なる内容を定めることは許されないもの 

・標準とすべき基準 

法令の「標準」を通常よるべき基準としつつ，合理的な理由がある範囲内で，

地域の実情に応じて異なる内容を定めることが許容されるもの  

  ・参酌すべき基準 

   地方公共団体が当該基準を十分参酌した結果であれば，地域の実情に応じて

異なる内容を定めることが許容されるもの 

 

５ 施行期日 

公布の日 

 


